
令和 3 年 3 月

令和 8 年 3 月

令和 7 年度 令和 16 年度

※複数の施工地区を有する事業にあっては、施工地区ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

 ア　民間委託

 イ　指定管理者制度 －

－ ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

鮎原宇谷

－

団 体 名 ： 洲本市

事 業 名 ： 土地取得造成事業

～

策 定 日 ：

計 画 期 間 ：

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用）

事　業　形　態

職 員 数

施 工 地 区

民 間 活 用 の 状 況

別添１１－１

洲本市土地取得造成事業経営戦略

事 業 開 始 年 月 日 平成30年度

2 住宅用地造成事業事 業 の 種 類

改 定 日 ：



（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

80,224

発 行 額 累 計 0元 利 金 債 発 行 状 況

造 成 地 処 分 状 況
（ 令 和 6 年 度 ）
※ 直 近 年 度 分 を 記 載

0

イ 売 却 面 積 0

*1　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　 売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　 未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の価格変動を勘案し
て帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 0

ア 売 却 代 金

オ 売 却 予 定 面 積

土 地 造 成 状 況
（令和16年度までに売却予定）

*1

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ） 16,000

ア 総 事 業 費 2,560,000,000

3,369,408,000

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ） 42,000

イ 総 面 積 160,000

エ 売 却 予 定 代 金
*2

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 132

施 工 地 区 名 鮎原宇谷



（３） 現在の経営状況

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償還期限が到来 する もの
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

46,032千円 26,712千円

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円

0千円 0千円

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
事業費回収率が100%を超えている。今後の造成等の予定もないことから、未売却土地の販売を主として推進する。令和元年度より
販売促進策として、当該土地を購入した若者世帯に補助金の交付を行っている。それに伴い令和5年度に2区画売却となり、残り1
区画となっている。問い合わせもあることから令和16年度までには土地を売却完了出来るよう推進していく。

活用していない。

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
 ー％ ー％

0千円

26,712千円

0千円

0千円

ー％

0千円

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円

0千円

0千円

企 業 債 残 高
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円

132%132%
事 業 費 回 収 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
132%



（１）

人

（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用） 事 業 開 始 年 月 日 平成30年度

職 員 数 2 事 業 の 種 類 住宅用地造成事業

施 工 地 区 神陽

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 －

 イ　指定管理者制度 －

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ －

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 59

施 工 地 区 名 神陽

土 地 造 成 状 況
（令和16年度までに売却予定）

*1

ア 総 事 業 費 6,616,558,000

イ 総 面 積 230,000

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ） 28,768

エ 売 却 予 定 代 金
*2 3,916,480,000

オ 売 却 予 定 面 積 97,912

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ） 40,000

元 利 金 債 発 行 状 況 発 行 額 累 計 0

造 成 地 処 分 状 況
（ 令 和 6 年 度 ）
※ 直 近 年 度 分 を 記 載

ア 売 却 代 金 0

イ 売 却 面 積 0

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 0

*1　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　 売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　 未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の価格変動を勘案し
て帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。



（３） 現在の経営状況

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

企 業 債 残 高
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

事 業 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

59% 59% 59%

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円 0千円

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償還期限が到来 する もの
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

21,080千円 21,080千円 21,080千円

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円 0千円

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
今後の造成等の予定もないことから、未売却土地の販売を主として推進する。令和元年度より販売促進策として、当該土地を購入
した若者世帯に補助金の交付を行っている。それに伴い令和5年度に1区画売却となり、残り2区画となっている。問い合わせもある
ことから令和16年度までに土地を売却完了出来るよう推進していく。

活用していない。

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
 ー％ ー％ ー％



（１）

人

（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

30,000

元 利 金 債 発 行 状 況 発 行 額 累 計 0

造 成 地 処 分 状 況
（ 令 和 6 年 度 ）
※ 直 近 年 度 分 を 記 載

ア 売 却 代 金 6,529,000

イ 売 却 面 積 300.89

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 21,699

*1　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　 売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　 未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の価格変動を勘案し
て帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 81

施 工 地 区 名 広石

土 地 造 成 状 況
（令和16年度までに売却予定）

*1

ア 総 事 業 費 4,256,400,000

イ 総 面 積 192,092

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ） 22,158

エ 売 却 予 定 代 金
*2 3,450,900,000

オ 売 却 予 定 面 積 115,030

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ）

施 工 地 区 広石

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 －

 イ　指定管理者制度 －

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ －

職 員 数 2 事 業 の 種 類 住宅用地造成事業

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用） 事 業 開 始 年 月 日 平成30年度



（３） 現在の経営状況

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

活用していない。

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
 ー％ ー％ ー％

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円 0千円

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
分譲地において、令和元年度より販売促進策として、当該土地を購入した若者世帯に補助金の交付を行っており、令和3年度に2
区画、令和4年度に6区画、令和5年度に4区画、令和6年度に1区画販売となり、完売となった。また、令和2年度に企業用地も売却
となった。今後造成等の予定はないが、企業用地等の要望があれば造成の計画・推進をしていく。

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償還期限が到来 する もの
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

264,780千円 9,900千円 0千円

事 業 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

84% 81% 81%

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円 0千円

企 業 債 残 高
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円



（１）

人

（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

30,000

元 利 金 債 発 行 状 況 発 行 額 累 計 0

造 成 地 処 分 状 況
（ 令 和 6 年 度 ）
※ 直 近 年 度 分 を 記 載

ア 売 却 代 金 0

イ 売 却 面 積 0

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 0

*1　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　 売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　 未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の価格変動を勘案し
て帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 109

施 工 地 区 名 鮎原中邑

土 地 造 成 状 況
（令和16年度までに売却予定）

*1

ア 総 事 業 費 1,300,000,000

イ 総 面 積 130,000

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ） 10,000

エ 売 却 予 定 代 金
*2 1,412,430,000

オ 売 却 予 定 面 積 47,081

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ）

施 工 地 区 鮎原中邑

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 －

 イ　指定管理者制度 －

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ －

職 員 数 2 事 業 の 種 類 住宅用地造成事業

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用） 事 業 開 始 年 月 日 平成30年度



（３） 現在の経営状況

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

活用していない。

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
 ー％ ー％ ー％

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円 0千円

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
令和3年度に企業用地は完売している。今後造成等の予定はないが、企業用地等の要望があれば造成の計画・推進をしていく。

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償還期限が到来 する もの
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

事 業 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

109% 109% 109%

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円 0千円

企 業 債 残 高
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円



（１）

人

（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

35,000

元 利 金 債 発 行 状 況 発 行 額 累 計 0

造 成 地 処 分 状 況
（ 令 和 6 年 度 ）
※ 直 近 年 度 分 を 記 載

ア 売 却 代 金 0

イ 売 却 面 積 0

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 0

*1　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　 売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　 未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の価格変動を勘案し
て帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 96

施 工 地 区 名 上堺

土 地 造 成 状 況
（令和16年度までに売却予定）

*1

ア 総 事 業 費 2,400,000,000

イ 総 面 積 120,000

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ） 20,000

エ 売 却 予 定 代 金
*2 2,299,780,000

オ 売 却 予 定 面 積 65,708

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ）

施 工 地 区 上堺

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 －

 イ　指定管理者制度 －

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ －

職 員 数 2 事 業 の 種 類 住宅用地造成事業

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用） 事 業 開 始 年 月 日 平成30年度



（３） 現在の経営状況

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

活用していない。

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
 ー％ ー％ ー％

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円 0千円

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
分譲地において、令和元年度より販売促進策として、当該土地を購入した若者世帯に補助金の交付を行っており、令和2年度に1
区画、令和3年度に1区画、令和4年度に1区画、令和5年度に1区画販売となり、完売となった。また、企業用地においても令和3年
度に1区画販売となり、完売となった。今後造成等の予定はないが、企業用地等の要望があれば造成の計画・推進をしていく。

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償還期限が到来 する もの
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

17,745千円 0千円 0千円

事 業 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

96% 96% 96%

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円 0千円

企 業 債 残 高
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円



（１）

人

（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

30,000

元 利 金 債 発 行 状 況 発 行 額 累 計 0

造 成 地 処 分 状 況
（ 令 和 6 年 度 ）
※ 直 近 年 度 分 を 記 載

ア 売 却 代 金 0

イ 売 却 面 積 0

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 0

*1　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　 売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　 未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の価格変動を勘案し
て帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 88

施 工 地 区 名 都志大日

土 地 造 成 状 況
（令和16年度までに売却予定）

*1

ア 総 事 業 費 2,400,000,000

イ 総 面 積 120,000

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ） 20,000

エ 売 却 予 定 代 金
*2 2,109,300,000

オ 売 却 予 定 面 積 70,310

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ）

施 工 地 区 都志大日

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 －

 イ　指定管理者制度 －

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ －

職 員 数 2 事 業 の 種 類 住宅用地造成事業

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用） 事 業 開 始 年 月 日 平成30年度



（３） 現在の経営状況

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

活用していない。

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
 ー％ ー％ ー％

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円 0千円

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
現在用地交渉中であり、令和16年度までに造成計画・完成・売却予定である。

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償還期限が到来 する もの
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

29,070千円 29,070千円 29,070千円

事 業 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

88% 88% 88%

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円 0千円

企 業 債 残 高
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円



（１）

人

（２） 土地造成状況等

円

㎡

円/㎡

円

㎡

円/㎡

％

円

円

㎡

円/㎡

30,000

元 利 金 債 発 行 状 況 発 行 額 累 計 0

造 成 地 処 分 状 況
（ 令 和 6 年 度 ）
※ 直 近 年 度 分 を 記 載

ア 売 却 代 金 0

イ 売 却 面 積 0

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ） 0

*1　造成が開始された地区であって処分が完了していない地区について記載すること。
*2　一部売却済の土地については、当該土地の売却価格とすること。
　　 売出土地については、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額とすること。
　　 未売出土地については、完成後の販売予定価格、財政健全化法施行規則第４条第２項に規定する評価を行った価額又は近傍類似の土地の価格変動を勘案し
て帳簿価格を加減した額のいずれかの額とすること。

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ） 54

施 工 地 区 名 鳥飼

土 地 造 成 状 況
（令和16年度までに売却予定）

*1

ア 総 事 業 費 970,000,000

イ 総 面 積 50,000

ウ ㎡ 当 た り 造 成 予 定 単 価
（ ア / イ ） 19,400

エ 売 却 予 定 代 金
*2 526,320,000

オ 売 却 予 定 面 積 17,544

カ ㎡ 当 た り 売 却 予 定 単 価
（ エ / オ ）

施 工 地 区 鳥飼

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託 －

 イ　指定管理者制度 －

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ －

職 員 数 2 事 業 の 種 類 住宅用地造成事業

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用） 事 業 開 始 年 月 日 平成30年度



（３） 現在の経営状況

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

R4 R5 R6

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

令和4年度から令和13年度まで賃貸借契約中の企業用地があるが、令和7年度中に売却予定となっている。

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
 ー％ ー％ ー％

企 業 債 償 還 の た め の
積 立 金 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円 0千円

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】
今後の造成等の予定もないことから、未売却土地の販売を主として推進する。令和元年度より販売促進策として、当該土地を購入
した若者世帯に補助金の交付を行っている。それに伴い令和2年度に1区画売却となり、残り8区画となっている。問い合わせもある
ことから令和16年度までに土地を売却完了出来るよう推進していく。

上 記 の う ち 、 ５ 年 以 内 に
償還期限が到来 する もの
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

29,070千円 29,070千円 29,070千円

事 業 費 回 収 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

54% 54% 54%

上 記 の う ち 満 期 一 括
償 還 企 業 債 残 高

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
0千円 0千円 0千円

企 業 債 残 高
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

0千円 0千円 0千円



２．将来の事業環境

（１） 周辺の社会経済情勢の状況

（２）

令和7年12月期における社会経済情勢全体としては緩やかな回復基調にあり、内需（消費・投資）と外需（輸出）が景気を支えてい
る。ただし、物価上昇に対して賃金上昇が追いつかず、景気回復の実感が薄いのが現状で、個人消費は伸び悩んでいる。また、住
宅建設は人口減少や少子高齢化を背景に新築住宅市場は縮小傾向及び、住宅価格の高騰も問題となっている。地価や建設コス
ト及び金利の上昇により、住宅価格と消費者の購買力とのミスマッチが生じており、需要の先細りが懸念されている。

土地造成・処分の見通し

分譲地、企業用地残区画の場所の条件及び、建設コストの上昇等の経済情勢を踏まえると売却の見通しは不透明であるが、広告
宣伝により売却の推進を行っていく。

施 工 地 区 名 鮎原宇谷

項　　　　目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 合計

造成面積（㎡）

造成実績・計画

売却面積（㎡） 636 636

処分実績・計画

土地売却収入（千円） 26,712 26,712

売却単価（千円/㎡） 42

当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 636 0 0 0 0



当該年度末（予定）未売却面積（㎡）

土地売却収入（千円）

売却単価（千円/㎡）

売却面積（㎡）

処分実績・計画

造成面積（㎡）

令和１１年度 合計

造成実績・計画

項　　　　目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

施 工 地 区 名 広石

施 工 地 区 名 神陽

合計

造成実績・計画

項　　　　目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

処分実績・計画

造成面積（㎡）

527

売却単価（千円/㎡） 30 40

売却面積（㎡） 237 290

18,710

当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 527 290 0 0 0

土地売却収入（千円） 7,110 11,600



当該年度末（予定）未売却面積（㎡）

土地売却収入（千円）

売却単価（千円/㎡）

売却面積（㎡）

処分実績・計画

造成面積（㎡）

造成実績・計画

施 工 地 区 名 上堺

項　　　　目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 合計

当該年度末（予定）未売却面積（㎡）

土地売却収入（千円）

売却単価（千円/㎡）

売却面積（㎡）

処分実績・計画

造成面積（㎡）

造成実績・計画

施 工 地 区 名 鮎原中邑

項　　　　目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 合計



（３） 組織の見通し

事業を所管する地域生活課職員全5人のうち、造成地区の管理に係る職員は2名であり、全て兼任職員である。
公営企業の運営にあたって、最低限1人は複式簿記の知識を有する職員が在籍する必要があるため、人事異動に左右されないよ
うにノウハウの継承、共有を図っていく。

当該年度末（予定）未売却面積（㎡） 2,387 2,118 1,817 1,516 1,234

土地売却収入（千円） 49,581 5,380 6,020 6,020 5,640 72,641

売却単価（千円/㎡） 9 20 20 20 20

売却面積（㎡） 5,509 269 301 301 282 6,662

処分実績・計画

造成面積（㎡）

造成実績・計画

施 工 地 区 名 鳥飼

項　　　　目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 合計

当該年度末（予定）未売却面積（㎡）

土地売却収入（千円）

売却単価（千円/㎡）

売却面積（㎡）

処分実績・計画

造成面積（㎡）

造成実績・計画

施 工 地 区 名 都志大日

項　　　　目 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 合計



３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

地域価値を高めるための総合的な都市基盤整備の一環として、関係部局や関係機関と連携しながら持続可能なまちづくりに寄与
していくことを基本方針としている。これまでの取り組みにより、地域の産業振興や居住環境整備に一定の成果を挙げており、事業
目的は着実に果たされつつある。今後も残存区画の円滑な処分に向け、適正な価格設定、定住促進の施策と連携しながら、宅地
購入者に対し最大500万円の補助金を交付し、販売促進を図る。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

①　収支計画のうち投資についての説明

既 存 の 造 成 計 画
の 見 直 し

ー

目 標
下堺地区企業用地造成工事
　期間：令和7年度から令和15年度予定　総事業費：3,800百万円

計画している投資事業については、造成に必要となる事業費を各工程の前年までに企業から都度前受金としていただくこととして
おり、実質的な費用負担はない。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標 土地等売却収益、流動資産である基金等独立採算による経営

基本的には土地などの売却収益や基金取崩金の独立採算による経営を目標とする。

・職員給与費として、一般行政職員２名分を計上している。
・委託料として、未売却地の草刈り業務等のため計上している。
・役務費として、分譲地や霊園の販売促進を目的とした広告料等を計上している。
・その他としては、宅地を購入し、住宅を建築した世帯に対して最大500万円の補助金を交付している。

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

新 規 造 成 計 画 企業からの発注を元に、現在新たな地区での企業用地の造成を計画している。

そ の 他 の 取 組 ー

民 間 活 用 ー



②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．公営企業として実施する必要性

* 内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業について記載すること。

【参考】「観光施設事業及び宅地造成事業における財政負担リスクの限定について（通知）」（令和23年12月28日付け総務副大臣通知）　抜粋

６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

土 地 売 却 の 促 進
移住希望者等への分譲地と補助金の案内、広告やホームページ等を通して広く周知し、売却の促
進を図る。

売 却 単 価 の 設 定
近隣土地の売却単価の変化等に応じて定期的に売却単価の見直しを行うなど、民間の分譲地の販
売単価との乖離が大きくならないよう、設定を行う。

企 業 債 ー

繰 入 金 ー

賃 貸 方 式 に よ る 造 成 地 等
活 用 の 取 組 売却予定のない土地については、企業へ貸出など収益化を図る。

そ の 他 の 取 組 ー

委 託 料 除草範囲の見直し等を行うことにより、費用の削減を図る。

職 員 給 与 費 一般会計と負担を分担させる等、費用の削減を図る。

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

今後の販売状況や、新しい企業用地の造成計画に応じて、投資・財政計画との乖離を確認し、適宜
経営戦略を改定していく必要がある。

そ の 他 の 取 組 ー

公営企業として実施す
る

必 要 性

今後企業用地の造成・完成・販売予定があること、また分譲地の完売まで公営企業として存続させ
る必要がある。

１　観光施設事業及び宅地造成事業（内陸工業用地等造成事業及び住宅用地造成事業に限る。以下同じ。）を新たに行う場合には、次の点に
　御留意いただきたい。
　(1)　地方公共団体が公営企業により実施するのではなく、第三セクター等、法人格を別にして事業を実施すること。
　(2)　事業を実施する法人においては、事業自体の収益性に着目したプロジェクト・ファイナンスの考え方による資金調達を基本とすること。
　(3)　法人の債務に対して地方公共団体による損失補償は行わないこと。
　(4)　法人の事業に関して、地方公共団体による公的支援（出資・貸付け・補助）を行う必要がある場合には、公共性、公益性を勘案した上で
　　必要最小限の範囲にとどめること。
３　既存の観光施設事業及び宅地造成事業についても、地方公共団体の財政負担のリスクを限定する観点から、１の手法の導入について
　御検討いただきたい。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　　度 令和５年度 令和６年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１． (A) 59,723 10,994 54,366 46,160 23,154 10,956 7,582 6,606 6,425 5,971 3,801,334 8,922
(1) 55,630 5,654 46,456 39,202 17,620 6,022 5,648 5,272 5,091 4,637 3,800,000 7,588
(2) (B)
(3) 4,093 5,340 7,910 6,958 5,534 4,934 1,934 1,334 1,334 1,334 1,334 1,334

２． 739 778 4,665 6,184 6,042 5,829 5,616 5,595 5,382 5,169 4,956 4,743
(1)

(2) 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50
(3) 689 728 4,615 6,134 5,992 5,779 5,566 5,545 5,332 5,119 4,906 4,693

(C) 60,462 11,772 59,031 52,344 29,196 16,785 13,198 12,201 11,807 11,140 3,806,290 13,665
１． 102,580 71,049 112,026 102,180 77,363 71,888 72,264 72,676 73,251 72,836 3,524,552 77,943
(1) 12,847 13,917 17,107 17,172 17,374 17,578 17,754 17,931 18,111 18,292 18,475 18,660

7,497 8,034 8,649 8,751 8,854 8,958 9,048 9,138 9,230 9,322 9,415 9,510

5,350 5,883 8,458 8,421 8,520 8,620 8,706 8,793 8,881 8,970 9,060 9,150
(2) 33,580 4,384 50,221 19,678 10,785 4,634 4,341 4,064 3,926 3,572 3,454,545 7,436

33,580 4,384 50,221 19,678 10,785 4,634 4,341 4,064 3,926 3,572 3,454,545 7,436
(3) 14,609 13,994 12,998 12,724 12,456 12,193 11,936 11,684 11,437 11,196 10,960 10,464
(4) 41,544 38,754 31,700 52,606 36,748 37,483 38,233 38,997 39,777 39,776 40,572 41,383

２． 1,530
(1)
(2) 1,530

(D) 102,580 72,579 112,026 102,180 77,363 71,888 72,264 72,676 73,251 72,836 3,524,552 77,943
(E) △ 42,118 △ 60,807 △ 52,995 △ 49,836 △ 48,167 △ 55,103 △ 59,066 △ 60,475 △ 61,444 △ 61,696 281,738 △ 64,278
(F) 21
(G) 933
(H) △ 933 21

△ 43,051 △ 60,786 △ 52,995 △ 49,836 △ 48,167 △ 55,103 △ 59,066 △ 60,475 △ 61,444 △ 61,696 281,738 △ 64,278
(I) △ 94,785 △ 155,571 △ 208,566 △ 258,402 △ 306,569 △ 361,672 △ 420,738 △ 481,213 △ 542,657 △ 604,353 △ 322,615 △ 386,893
(J) 951,731 910,051 903,512 892,878 862,331 813,250 1,065,108 1,315,358 1,564,638 766,851 869,744 814,136

(K) 2,174 2,219 4,015 4,569 4,569 122,209 364,657 664,642 964,634 302,267 2,313 2,359

649 599 1,912 2,072 2,072 105,996 317,457 617,453 917,451 300,612 625 637
385,000 1,130,000 1,130,000 1,130,000 25,000

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 59,723 10,994 54,366 46,160 23,154 10,956 7,582 6,606 6,425 5,971 3,801,334 8,922

(N)

(O)

(P)

(Ｑ)

(Ｒ) 59,723 10,994 54,366 46,160 23,154 10,956 7,582 6,606 6,425 5,971 3,801,334 8,922

営 業 外 収 益

土 地 等 売 却 収 益
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和７年度

営 業 収 益

令和８年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

動 力 費
修 繕 費

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計
そ の 他

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

土 地 等 売 却 原 価

収

益

的

収

入

特 別 損 失

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息

収

益

的

収

支

そ の 他
支 出 計

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益

収

益

的

支

出

営 業 費 用

う ち 一 時 借 入 金

特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
う ち 売 出 土 地 （ 簿 価 ）
うち未売出土地（簿価）

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分

う ち 未 払 金
う ち 土 地 前 受 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健全化法施行令第３条第１項第２号ハに規定する
土 地 評 価 差 額

健全化法施行規則第９条第３号Ｅにより算定した
未 売 出 土 地 収 入 見 込 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（Ｒ）×100)



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 令和５年度 令和６年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７． 1,434 753

８．

９． 385,000 1,130,000 1,130,000 1,130,000 25,000

(A) 1,434 753 385,000 1,130,000 1,130,000 1,130,000 25,000

(B)

(C) 1,434 753 385,000 1,130,000 1,130,000 1,130,000 25,000

１． 1,438 2,247 385,000 824,900 824,900 824,900 738,500 201,800

385,000

711,900 711,900 711,900 700,000 199,300

1,438 2,247 113,000 113,000 113,000 38,500 2,500

２．

３．

４．

５． 330 331 1,793 2,942 2,942 2,942 2,942 2,942 2,942 2,942 2,942 2,942

(D) 1,768 331 4,040 2,942 2,942 387,942 827,842 827,842 827,842 741,442 204,742 2,942

(E) 334 △ 422 4,040 2,942 2,942 2,942 △ 302,158 △ 302,158 △ 302,158 741,442 179,742 2,942

１．

２．

３．

４． 334 4,040 2,942 2,942 2,942 741,442 179,742 2,942

(F) 334 4,040 2,942 2,942 2,942 741,442 179,742 2,942

△ 422 △ 302,158 △ 302,158 △ 302,158

(G)

(H)

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 令和５年度 令和６年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）

令和１６年度

企 業 債

建 設 改 良 費 に 係 る 企 業 債

元 利 金 債 等

他 会 計 出 資 金

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

企 業 債 償 還 金

工 事 負 担 金

令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度

他 会 計 補 助 金

計

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

建 設 改 良 費

土 地 買 収 費 ・ 補 償 費

造 成 費

職 員 給 与 費

そ の 他

資

本

的

支

出

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

建 設 改 良 費 に 係 る 企 業 債 償 還 金

元 利 金 債 等 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

そ の 他

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

令和７年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

令和１５年度 令和１６年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度令和８年度


